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後 期 高 齢 者 医 療
小 計

国 民 健 康 保 険 病 院 事 業

△ 27.7

5億6,770万円

簡 易 水 道 事 業
下 水 道 事 業
国 民 健 康 保 険

増減率
36億3,950万円

1億9,990万円

会計名
37億6,256万円

2億3,724万円

53億7,285万円

一般会計

老 人 保 健

3,877万円

介護ｻｰﾋﾞｽ事業勘定

合 計

介 護 保 険

11億6,565万円

2,637万円

2億6,352万円

2億3,715万円

特
別
会
計 保険事業勘定

平成22年度 平成23年度 増減額

2億6,170万円

4億　164万円

12万円

1億2,306万円

△ 12万円

2億9,190万円

4億1,335万円

0万円

3,734万円

3,020万円

1,171万円

5億7,511万円 741万円

6.5

1.3

739万円

55億7,910万円 2億　625万円

2億4,108万円 393万円

2,983万円

皆 減

2.8

1.7

13.1

12億4,143万円 7,578万円

346万円

2,803万円 △ 1,074万円

2億7,091万円

3.8

各 会 計 別 当 初 予 算 額

　平成23年度の当初予算は上記のとおりとなっております。
　一般会計及び特別会計・国保病院事業会計を合わせた総額で55億7,910万円であり、前年度
当初に比べ2億625万円(3.8％)の増額となっております。

3.4

18.7

11.5

2.9

村税道支出金

繰入金

1億2,968万円
(3.4%)

村債

その他

1億3,838万円
(3.6%)

【図表１】 一般会計歳入内訳

★一般会計の歳入内訳は【図表１】のとおりです。

　村税については村民税の増収を見込んでおり、前年度比で5,618万円(16.8％)の増となる3億
9,018万円を計上しております。
　また、歳入の大半を占めている国から交付される地方交付税については、前年度比で1億
9,601万円(9.2％)の増となる23億2,101万円を計上しておりますが、これは地方交付税のうち
普通交付税において新たに算入された「雇用対策・地域資源活用推進費」などにより前年度比で
2億(10.5％)の増となっているためです。

村税

3億9,018万円
(10.4%)

地方譲与税

8,650万円
(2.3%)

地方交付税

23億2,101万円
(61.7%)

分担金・負担金

4,804万円
(1.3%)

使用料・手数料

9,978万円
(2.7%)

国庫支出金

8,417万円
(2.2%)

道支出金

1億5,692万円
(4.2%)

繰入金

1億2,968万円
(3.4%)

村債

3億790万円
(8.2%)

その他

1億3,838万円
(3.6%)

【図表１】 一般会計歳入内訳

歳入総額

37億6,256万円



★一般会計の歳出の内訳については【図表２･図表３】のとおりです。

　予算規模は37億6,256万円を計上しており、特別会計への繰出金などの増により前年度当初
と比 億 ( ％) 増とな ます

人件費

6億

4,408万円
(17.1%)

物件費

5億

3,444万円
(14.2%)

扶助費

1億

7,530万円
(4.7%)

補助費等

7億

9,324万円
(21.1%)

普通建設

事業費

2億

4,692万円
(6.6%)

公債費

7億

9,918万円
(21.2%)

貸付金

2,572万円
(0.6%) 繰出金

3億

8,962万円
(10.4%)

その他

1億

5,406万円
(4.1%)

【図表２】 一般会計性質別内訳

歳出総額

37億6,256万円

議会費

3,916万円
(1.0%)

総務費

8億

9,108万円
(23.7%)

民生費

3億

1,598万円
(8.4%)

衛生費

2億

1,133万円
(5.6%)

農林

水産業費

2億

9,913万円
(8.0%)

商工費

7,595万円
(2.0%)

土木費

1億

4,405万円
(3.8%)

消防費

2億

895万円
(5.6%)

教育費

2億

4,555万円
(6.5%)

公債費

7億

9,918万円
(21.3%)

諸支出金・

予備費

5億

3,220万円
(14.1%)

【図表３】一般会計歳出内訳

歳出総額

37億6,256万円

・「道営農道特別対策事業」　【事業費：6,000万円】
平成20年度より継続実施している浅茅野台地地区の農道の拡幅工事を行います。

・「地球温暖化対策推進事業 LED街路照明省エネ化工事」 【事業費：1,523万円】
地球温暖化対策として村内防犯灯154基のLED化を行います。

・「鬼志別バスターミナル改修工事」　【事業費：918万円】
外壁・コーキング・サッシ取付などを行います。

・「スクールバス購入事業」　【事業費：1,581万円】
スクールバス1台(47人乗り)を更新します。

・「スポーツセンター屋上防水改修工事」　【事業費：949万円】
屋上アスファルト防水の張替工事を行います。

・「デマンド交通車両購入事業」　【事業費：364万円】

・「火葬場火葬炉設備改修事業」　【事業費：480万円】
老朽化している火葬炉設備の改修を行います。

平成23年10月から開始予定のデマンド交通(鬼志別～小石)に伴い
10人乗り1BOX車1台を購入します。

と比べ1億2,306万円(3.4％)の増となっています。
　
　繰出金の増については簡易水道事業で「水道メーター器更新事業」として4,652万円、下水道
事業で過去に借入れた借金(起債)の繰上償還として3,150万円の計上していることが要因となっ
ています。
　
　普通建設事業については前年度当初と比べ4,061万円(19.7%)の増となっており、主な事業は
次のとおりとなっております。(※合わせて特別会計等の主な事業についても記載します。)

★ 主な普通建設事業



　(簡易水道事業会計)
・「水道メーター器更新事業」　【事業費：4,652万円】

有効期限を迎えた水道メーター器の更新を行います。
　(下水道事業会計)

・「農業集落排水施設機能強化事業」　【事業費：8,112万円】
老朽化した鬼志別地区排水処理施設の改修を行います。

(※平成21年度からの継続事業）
　(国保病院事業会計)

・「医療器械整備事業」　【事業費：730万円】
エコー・鼻用ビデオスコープを購入します。

　(消防事務組合)
・「浜鬼志別分団詰所新築工事」　【事業費：2,227万円】

老朽化している分団詰所の新築工事を行います。

★ 特別会計等の主な事業

4

5

6

7
【図表４】人件費内訳

2,982万円
3,019万円

2,243万円

2,243万円

727万円

824万円

1億

7,497万円

1億

6,502万円
1億

6,066万円

1億

4,787万円

2,243万円2,308万円
2,993万円 2,993万円

602万円565万円

★人件費については【図表４】のとおりです。

　定年退職者がいる一方、若干名の新規採用により人員確保を図っていること、定期昇給による
増額、共済費等の負担増によりここ数年間は横ばい状態が続いていましたが、今後は定年退職者
が増えることから減少傾向となる見込みです。
　今後においても人員補充の抑制により減員を図らなければなりませんが、年齢層の歪みが生ま
れないようにバランスをとりながら必要最低限な人員を補充することも必要と思われます。

0

1

2

3

4

5

6

7

平成20年度(決算） 平成21年度(決算) 平成22年度(当初) 平成23年度(当初)

【図表４】人件費内訳

共済費など(職員・議員) その他委員報酬など 議員報酬 職員給(特別職) 職員給(一般職)

4億

959万円

2,982万円
3,019万円

2,243万円

2,243万円

727万円

824万円

1億

7,497万円

1億

6,502万円

【総額：6億4,408万円】【総額：6億4,577万円】

4億

1,783万円
4億

1,730万円

1億

6,066万円

1億

4,787万円

2,243万円2,308万円
2,993万円 2,993万円

602万円565万円

【総額：6億2,436万円】 【総額：6億3,634万円】

4億

1,989万円
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【図表５】 村の借金残高の推移

消防事務組合 病院会計 下水道会計 簡易水道会計 一般会計

62億

8,325万円

9億

8,590万円

9億

6,284万円

【総額：84億9,687万円】

1億

1,208万円

1億

5,280万円

57億

1,182万円

9億

3,145万円

1億

324万円

【総額：78億9,834万円】

53億

4,789万円

8億

7,714万円

10億

2,213万円

【総額：74億7,489万円】

9,424万円

1億

3,349万円

【総額：69億9,560万円】

49億

4,595万円

8億

1,203万円

10億

2,899万円

1億

2,354万円

8,509万円10億

859万円

1億

4,324万円

【単位：億円】
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【図表５】 村の借金残高の推移

消防事務組合 病院会計 下水道会計 簡易水道会計 一般会計

62億

8,325万円

9億

8,590万円

9億

6,284万円

【総額：84億9,687万円】

1億

1,208万円

1億

5,280万円

57億

1,182万円

9億

3,145万円

1億

324万円

【総額：78億9,834万円】

53億

4,789万円

8億

7,714万円

10億

2,213万円

【総額：74億7,489万円】

9,424万円

1億

3,349万円

【総額：69億9,560万円】

49億

4,595万円

8億

1,203万円

10億

2,899万円

1億

2,354万円

8,509万円10億

859万円

1億

4,324万円

【単位：億円】
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【図表６】村の貯金（基金）の残高

備荒資金組合積立金 その他定額運用基金 特定目的基金 減債基金 財政調整基金

【総額：12億3,084万円】 【総額：14億8,292万円】【総額：15億4,044万円】【総額：13億3,959万円】

5億

531万円
4億

9,995万円
4億

4,719万円

1億

1,401万円

1億

2,248万円

1億

5,701万円

1億

2,107万円

1億

379万円

1億

1,966万円

1億

2,398万円

1億

1,825万円

5億2万円
5億

4,147万円
5億

1,262万円
4億

7,357万円 2億

4,110万円
2億

2,094万円1億

5,633万円1億

4,932万円

【単位：億円】

3億

6,572万円



★【図表５】では村の借金の推移を示しています。

　一般会計・特別会計の総額では毎年、4億～5億円程度の減少となっており、平成23年度末に
おいては70億を切る見込みとなっています。

　一般会計については起債発行の抑制により着実に減少を続けていますが、特別会計においては
老朽化により改修等を要する関連施設が増えているなど、起債発行額が横ばい又は増となってい
るため残高についても横ばい状態が続いており財政を圧迫している要因となっています。
　
　簡易水道事業や下水道事業については生活環境を維持するために必要不可欠な部分であり抑制
することが難しいところではありますが、事務・事業の見直しを行うほか、過去の借入分の繰上
償還を行うなど将来に向けて負担軽減に努めなければなりません。

★村の貯金である「基金」の残高の推移を示したものが【図表６】です。
　
　平成23年度末の残高見込については一般財源に不足が生じた際に財源として使うことのでき
る「財政調整基金」が約５億円、村の借金(起債)の償還金の財源として使うことのできる「減債
基金」が約２億4千万円、特定の目的に限り使うことのできる「特定目的基金」が約5億円、
「その他定額運用基金」及び「備荒資金組合積立金」が合わせて約2億４千万円、全体では約14
億8千万円(前年度当初比 △約6千万円)の貯金があります。
　
　しかし、特定目的基金などの一部では事業実施の財源として毎年取り崩しを行っているため残
高が年々減少している基金もあり、今後は基金を極力使わない予算計上や積立を行っていく必要
があります。

　村の借金(起債)の残高の減少や元金償還額の減少などにより若干の回復の兆しはあるもの
の収入の大半を地方交付税に依存している状況は続いており、またその地方交付税についても
今後の見通しは不透明であることから依然として慎重な財政運営に努めていかなければいけま今後の見通しは不透明であることから依然として慎重な財政運営に努めていかなければいけま
せん。
　今後も経費の削減を図っていくのはもちろんのこと、事業の見直し・評価を行うことにより実施
事業の重点化を図っていく必要があります。

　住民の皆さまにも村政への積極的な参加をしていただき、より良いまちづくりを行っていきたい
と考えておりますのでご支援、ご協力をお願いいたします。


